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掲載団体 事業主体 概要 目標 該当施策番号 要望・提案 参考

団体名 № 取組の名称等 貴団体名
又は
実際の取組団体名

取組の目標，概要，目標とする指標，事
業費，実施年度等

数値目標又は定性的目標 富県宮城の実現の
取組のうち，該当す
る施策番号を下記欄
外から選択してくだ
さい。

県や他団体に対す
る要望や提案

関連webサイト等

1 マーケティング・ビジネ
スプラン支援事業

東経連事業化セン
ター

マーケティング、知財戦略等につい
てベンチャー企業、第2創業等を支
援

5年間で30社支援 1 東経連事業化センター
http://www.nc-t.jp/

2 産学マッチング事業 東経連事業化セン
ター

大学・公設試等のシーズにもとづく
地元企業との共同研究事業を支援

5年間で100プロジェクト
創出

1 東経連事業化センター
http://www.nc-t.jp/

3 ビジネス講座 東経連事業化セン
ター

マーケティング、知財、ファイナンス
等のビジネススキルの向上に関す
るセミナー等を開催

年間５テーマ程度 1
5

東経連事業化センター
http://www.nc-t.jp/

4 広域観光の推進 東北観光推進機構 東北７県及び企業・団体が協働で
広域観光を推進。知名度向上、国
内からの誘客、海外からの誘客を
目指す。
　平成19年度事業費　154,950千円

宿泊客数〔年間〕
4261万人(H15)→5595
万人(H22)
外国人訪問者数〔年間〕
300千人(H16)→580千
人(H22)

2 http://www.tokeiren.or.jp/manabita
bi/index.php

5 東北国際物流戦略
チームの運営

東北地方整備局
東北運輸局
東経連

東北域内港湾・空港の利用促進で
効率的な国際物流の実現を図る。
LCL(小口混載)輸出支援，インラン
ド・デポ（内陸通関拠点）の設置・活
用，効果的なポートセールスの促進
の3つの課題をWGにて重点的に検
討。

H20.2までにWGでの検
討結果を提言書として
まとめる。

4 国・関係機関に具
体化を働きかけ
る。

-

6 国際物流情報交換会の
開催

東経連 東北域内の物流関連企業や荷主
企業による定期的な情報交換の場
を官民共同により設定する。国際物
流に関するニーズや意見の把握、
実例の紹介等を行い、関係者の東
北港湾に対する理解浸透を図る。

小口混載輸出など東北
域内企業の輸出促進の
支援。

4 - -

7 国際業務室の運営 東経連 東北域内企業の中国ビジネス展開
の拡大を目指し、中国に関する最
新情報の提供を行うほか、中国各
地で開催される展示会や博覧会に
出展・参加し東北地域のPRを行う。

東北域内企業の中国ビ
ジネス展開の拡大

4 東経連WEBサイト
事業主体代表は（社）東北経済連
合会

8 日本海沿岸東北自動車
道
建設促進フォーラム

日本海沿岸東北自
動車道建設促進
フォーラム実行委
員会

日本海沿道沿線官民で連携し、建
設促進を一般に広く訴える。

日本海沿岸東北自動車
道
の全線開通

5 東経連WEBサイト
事業主体代表は（社）東北経済連
合会

9 フォーラム：東北は訴え
る！
-インフラ整備これでい
いのか-

東北の社会資本を
考える会

東北の経済界で連携のうえ、東北
の社会資本への、国家予算の重点
配分を訴える。

公共事業関係費の
東北への重点配分

5 事業主体は（社）東北経済連合会を
代表とする５団体

10 水曜会定例会 (社）宮城県経営者
協会

人事労務管理の中核となる管理職
による人材育成、人事労務に関す
る講演会及び研究会

年間定例開催による管
理能力の向上

5 (社）宮城県経営者協会ＨＰ
http://www.miyagikeikyo.or.jp

11 労働法ゼミナール (社）宮城県経営者
協会

人事労務管理者及び担当者のため
の労働判例研究

労働法研究による適正
な労務管理

5 (社）宮城県経営者協会ＨＰ
http://www.miyagikeikyo.or.jp

12 経協セミナー (社）宮城県経営者
協会

人事労務管理者及び担当者のため
の最新経営課題研究

人事労務管理の知識向
上

5 (社）宮城県経営者協会ＨＰ
http://www.miyagikeikyo.or.jp

13 知づくり委員会 仙台経済同友会 産学連携、産業集積に関する問題
について議論、検討する

1 県や他団体に対
する要望や提案

14 国際・観光委員会 仙台経済同友会 仙台の国際化及び観光振興に関す
る問題について議論、検討する

2
4

県や他団体に対
する要望や提案

15 富県戦略施策立案の体
制固め

みやぎ工業会政策
委員会

みやぎ工業会として行政と連携しな
がら富県戦略に取組む体制、
フォーカス分野決定、短長期実施項
目策定などを行う
　・取り敢えず作業－１
　　：企業実態調査・分析
　　：県産業振興幹部意見交換
　・取り敢えず作業－２
　　：
　etc

P.P参照 「政策委員会」をフル回転した「宮城
工業会」の『富県戦略』へ取組み概
要P.P参照下さい

16 企業実態調査からの課
題対応検討

みやぎ工業会政策
委員会

P.P参照 「政策委員会」をフル回転した「宮城
工業会」の『富県戦略』へ取組み概
要P.P参照下さい

17 フォーカス／リンク項目
検討

みやぎ工業会政策
委員会

P.P参照 「政策委員会」をフル回転した「宮城
工業会」の『富県戦略』へ取組み概
要P.P参照下さい

18 誘致企業（TEL)ﾋﾞｼﾞﾈｽ
拡大研究事業

みやぎ工業会政策
委員会

進出企業の発注ニーズ実現化研究 「政策委員会」をフル回転した「宮城
工業会」の『富県戦略』へ取組み概
要P.P参照下さい

(社)東北ニュー
ビジネス協議会

19 ビジネスマッチ東北
2007

（社）東北ニュービ
ジネス協議会（およ
び（社）東北経済連
合会、東経連事業
化センター、いいモ
ノテクノフェア実行
委員会）

新たなビジネスチャンスを掘り起こ
す「商談会」と，商品・コンテンツの
魅力を伝える「商品展示会」により、
新たなビジネスステージの創造を図
る

１
５

東北ニュービジネス協議会（ＴＮＢ）
http://www.tnb.or.jp

事業名

(社)東北経済連
合会

(社)宮城県経営
者協会

仙台経済同友
会

(社)みやぎ工業
会

 資料４ 資料４
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20 研究部会事業 （社）東北ニュービ
ジネス協議会

１０余の研究部会を設置し、会員の
自主運営により、ニュービジネス創
造の研究、プロジェクトの開拓を実
施。「海洋ニュービジネス研究部会」
による「貞山運河を活用した観光産
業振興」プロジェクト等がある

2 東北ニュービジネス協議会（ＴＮＢ）
http://www.tnb.or.jp

21 東北ニュービジネス大
賞表彰

（社）東北ニュービ
ジネス協議会

革新的な起業家精神を持って新し
い事業展開に挑戦するニュービジ
ネスの育成を図るため、優秀な
ニュービジネス事業及びニュービジ
ネス企業経営者を表彰し、ニュービ
ジネスの事業成長を側面から支援
する

5 東北ニュービジネス協議会（ＴＮＢ）
http://www.tnb.or.jp

22 海外企業視察 （社）東北ニュービ
ジネス協議会

海外における企業の実態およびビ
ジネスチャンスの可能性を探るた
め、海外視察を実施する

4 東北ニュービジネス協議会（ＴＮＢ）
http://www.tnb.or.jp

(社)宮城県銀行
協会

23

──

社団法人
宮城県銀行協会

富県宮城実現に向けた取組みに対
し、各銀行と連携しできるかぎり協
力

24 “仙台・宮城デステネー
ションキャンペーン”プ
ロモーション事業

仙台商工会議所
“仙台・宮城デステ
ネーションキャン
ペーン”プロモー
ション委員会

平成20年10月から１２月に開催され
る「仙台・宮城デステネーションキャ
ンペーン」に対して、地域商工業者
が行う様々な対応を支援しキャン
ペーンを成功させるとともに、キャン
ペーン終了後においても継続して
行う仕組みを検討し実行するよう働
きかける活動を行っている。委員は
県内の観光関連事業者をはじめ、
商店街、市民団体、学識者など幅
広い委員構成で、県内の各商工会
議所もオブザーバー参加をしてい
る。（平成19年度予算60万円）

特に定めていないが、
仙台商工会議所で提言
した「デストネーション
キャンペーンへの地域
商工業者の対応に関す
る提言」にある５２項目
をひとつでも多く実現さ
せること。

2 仙台商工会議所
http://www.sendaicci.or.jp/jigyou&k
atudou/contents/teigen.dc.pdf

25 仙台都市圏自動車専用
道路整備促進事業

仙台都市圏自動車
専用道路整備促進
期成会

仙台東部道路、仙台北部道路、常
磐自動車道、仙台東道路、三陸縦
貫自動車道の整備促進を宮城県、
仙台市等と連携し推進（平成19年
度予算123万円）

県の目標数値と同じ 5 http://www.sendaicci.or.jp/s-road/

26 仙台国際貿易港整備利
用促進事業

仙台国際貿易港整
備利用促進協議会

仙台国際貿易港の整備及び利用に
ついて宮城県、仙台市、関係市町、
業界等と連携し促進（平成19年度
予算945万円）

県の目標数値と同じ 5 http://www.sendaicci.or.jp/minato/

27 仙台空港国際化利用促
進事業

仙台空港国際化利
用促進協議会

仙台空港の旅客及び貨物の利用促
進、新規路線の開設を目指したエ
アーポートセールス等を宮城県、仙
台市、関係市町、業界と連携し促進
（平成19年度予算2733万円）

県の目標数値と同じ 5 http://www.sdj-airport.com/

28 企業等ＯＢ人材マッチ
ング事業

企業等ＯＢ人材マッ
チング宮城協議会

企業等ＯＢ人材の募集並びに中小
企業とのマッチング（出会い）を支
援。マッチングフォーラム、広報活
動等を実施（中小企業庁より委託）
（平成19年度予算499万円）

ＯＢ人材登録者66名
（平成18年度）

5 http://www.miyagi-ob.com/

29 エキスパートバンク事
業（経営・技術強化支援
事業）

仙台商工会議所が
幹事会議所となり
県下6会議所で実
施

県内の小企業等が必要とする専門
的知識・技能を有する専門家（エキ
スパート）を企業に派遣し指導・助
言を行うもの。（平成19年度予算
472万円）

登録エキスパート60
名、指導企業91企業
（平成18年度実績）

5

30 ＪＡＰＡＮブランド育成支
援事業

宮城県商工会連合
会

大崎市鳴子地域の伝統工芸品であ
る木地玩具と漆器の伝統的技術を
融合させ、その魅力・価値を高めた
製品を開発するとともに、全国、更
には海外のマーケットにおいて通用
するブランドを確立する。

　 2

31 小規模事業者新事業全
国展開支援事業

宮城県商工会連合
会

県下商工会地域の小規模事業者に
より開発された特産品等を一堂に
集め、消費者を招いた展示・試食会
を開催するとともに、流通業者及び
観光関連業等を招いた展示・商談
会を開催し、商工会地域の優れた
地域特産品のＰＲと販路拡大を図
る。また、各地の特産品等を活用し
た付加価値の高い新たな料理・メ
ニューの開発及び商品化と併せた
新たな滞在型広域観光ルートを発
掘し、首都圏を中心に商工会地域
の観光資源を情報発信することに
より、直接的な観光需要の創出を
図る。

2

32 アグリビジネスマー
ケティング講習会

宮城県商工会連合
会

食と農に関する事業の販路拡大及
び直売所等における積極的な運営
を推進し、農業関係団体及び商工
会との連携・協調を図るとともに、ア
グリビジネスの創出を図る。

3

33 創業塾 宮城県商工会連合
会

創業に向けて具体的な行動計画を
有する者等を対象として、創業に至
るまでに必要な具体的知識等を習
得する短期集中研修をゼミナール
形式で開催。

5 年２回開催

宮城県商工会
議所連合会

宮城県商工会
連合会

(社)東北ニュー
ビジネス協議会

2／13



各団体事業一覧（団体ごと） 2007/9/1314:49

掲載団体 事業主体 概要 目標 該当施策番号 要望・提案 参考

団体名 № 取組の名称等 貴団体名
又は
実際の取組団体名

取組の目標，概要，目標とする指標，事
業費，実施年度等

数値目標又は定性的目標 富県宮城の実現の
取組のうち，該当す
る施策番号を下記欄
外から選択してくだ
さい。

県や他団体に対す
る要望や提案

関連webサイト等

事業名

34 経営革新塾 宮城県商工会連合
会

経営革新を目指す経営者や若手後
継者等を対象とした経営戦略、マー
ケティング戦略、財務戦略、戦略プ
ラン作成等の知識・ノウハウを習得
し、実現可能な経営革新ビジネスプ
ランを完成させるための支援を行
う。

5

35 提案型経営革新支援事
業

宮城県商工会連合
会

経営革新等指導支援体制を強化す
るため、「小規模事業者等ランク
アップ診断システム」を経営革新
ツールとして更なる活用を図り、経
営者の自発的な経営革新意識の高
揚を促すとともに、提案型指導を通
じて中小企業新事業活動促進法に
基づく経営革新計画の承認企業の
輩出を図る。

5

36 組織化支援・運営支援 宮城県中小企業団
体中央会

地域資源活用、団体商標取得、集
団化、受注・販売の一本化等により
事業経営の充実・強化を行う中小
企業連携組織の設立を支援

設立支援　年間25件
運営支援　年間3,000件

1,2,3,5 中小企業組合、Ｎ
ＰＯ、ＬＬＰ等を活
用して活性化を目
指す企業の情報
提供

37 組合特定問題研究会 宮城県中小企業団
体中央会

業界等が抱えている課題解決のた
めに専門家等を講師とする研究会
を開催
19年度　2,680千円（25件）

業界等の課題解決
年間25件

2,3,5

38 組合指導情報整備事業 宮城県中小企業団
体中央会

中小企業・組合等の情報化対応
（ネットワーク、ホームページ作成・
維持等）を支援

中小企業等の情報化促
進

2,3,5

39 組合情報化推進研修事
業

宮城県中小企業団
体中央会

中小企業・組合等の情報化機器活
用を支援
19年度　1,400千円

パソコン利・活用技術向
上
10団体

2,3,5

40 個別専門指導（テーマ
別）

宮城県中小企業団
体中央会

組合等が直面した問題解決のため
弁護士・税理士等の専門家を派遣

法律・税務・労働等の組
合等が直面した問題解
決
20件

2,3,5

41 集中支援事業 宮城県中小企業団
体中央会

中小企業・組合等の経営者・後継
者等の研鑽のための研修会を開催
19年度　7,730千円

経営者・後継者、組合
役職員等の人材養成、
技術力向上のための支
援

2,3,5

42 商店街近代化講習会開
催・調査研究

宮城県中小企業団
体中央会・宮城県
商店街振興組合連
合会

商店街の活性化を図るための調査
研究・経営者等の人材養成
19年度（中央会）790千円
　　　　 （商店街）900千円

商店街の魅力づくり・活
性化のための諸調査

2,5

43 地域ｺﾝｿｰｼｱﾑ研究開
発事業

宮城県中小企業団
体中央会

産学官の連携による共同研究開
発・事業化を支援
19年度　　53,697千円

開発及び市場化展開 1

44 戦略的基盤技術高度化
支援事業

宮城県中小企業団
体中央会

産学官の連携による共同研究開
発・事業化を支援
19年度　127,851千円

開発及び市場化展開 1

45 ＵＩターン推進事業 宮城県中小企業団
体中央会

首都圏で定年を迎えたサラリーマン
を県内企業に再就職斡旋。技術力
向上・ネットワーク拡大等を図る

団塊世代の再雇用（10
人）及び企業力向上

1,5 技術・ネットワーク
を必要とし、新た
に雇用を要望して
いる企業情報提
供

46 地域情報化推進事業
『東北ＩＴソリューションＥ
ＸＰＯ２００６』

（社）宮城県情報
サービス産業協会
日本情報振興協同
組合東北支部

会員のビジネスチャンスの拡大を図
ると共に、一般企業ならびに個人に
向けてITの普及を図り、さらに次世
代を担う「学生層に向けて宮城のIT
業界に関する情報を提供しアピー
ルする」ことを狙いとした展示とプレ
ゼンテーション

〔2007年度〕
ブース：７１
プレゼン：24コマ
会社説明：42社
〔2006年度〕
出展：85社
プレゼン：22社
会社説明：23社
来場者数：2066名

5 他団体の方への
周知と集客へのご
協力を要望いたし
ます

http://www.tohoku-it-solution-
expo.jp/

47 地域情報化推進事業
『中古ＰＣリユース事
業』

（社）宮城県情報
サービス産業協会

『せんだい・みやぎＮＰＯセンター』と
連携し『サポート資源提供システ
ム』ならびに『PC-Bridge活動』を実
施

H13～18
実績：280台

5

48 人材育成事業 （社）宮城県情報
サービス産業協会

（１）新人教育に関する事業
（２）中堅社員向け研修
（３）技術研修
（４）最新技術セミナー

会員企業への技術研修
[年間]

5 継続した支援を要
望いたします

東北テクノロジーセンター
http://www.tohoku-techno.net/

49 人材育成事業
『産学協同実践的IT教
育訓練事業』

（社）宮城県情報
サービス産業協会
東北大学、東北学
院大学、仙台電波
高専、東北工業大
学、宮城大学

大学・高専生を対象に、従来の企業
体験では得られない実効性のある
実学訓練を実施し、地域の将来を
担う人材を育成する

〔2007年度〕
参加者：40名（目標）
〔2006年度〕
参加者：34名

5

50 人材確保事業 （社）宮城県情報
サービス産業協会

中小企業労働力確保法に基づく『中
小企業人材確保助成金』の受給を
受けた調査・広報事業

ITnaviパンフレットおよ
び情報サービス産業紹
介マンガ発行

5

51 事業共創委員会 宮城県
（社）宮城県情報
サービス産業協会

宮城県の「情報産業振興戦略」の
重点５分野（組込み、OSS、情報セ
キュリティ、デジタルコンテンツ、保
健医療福祉）に対する事業化への
取り組み

組込み：８０億
OSS：６０億
情報セキュリティ：３０億
デジタルコンテンツ：９０
億
保健医療福祉：５０億

5 売上目標の設定
を達成できるよう
官民の連携強化
を要望いたします

宮城県『情報産業振興戦略』
http://www.pref.miyagi.jp/jyoho-
i/senryaku/senryaku.htm

宮城県商工会
連合会

宮城県中小企
業団体中央会

(社)宮城県情報
サービス産業
協会
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52 誘客キャラバン 宮城県観光誘致協
議会

エージェント班別に官民混成にて実
施中（6班×10名程度）。今年度は
プレＤＣの告知を主な目的とし、首
都圏並びに名古屋・大阪を対象とし
た。各社の本社・営業本部・商品造
成個所・販売店に対し観光客誘致
を推進している。

観光客等の宮城への誘
致事業を積極的に推進
し、観光関連産業の発
展を図り、宮城の経済
や文化の発展に寄与す
ることが全ての事業の
目的。今年度及び来年
度に関しては「仙台・宮
城ＤＣの成功」に向けた
取り組みが中心となる。

2 特になし 宮城県観光誘致協議会
http://www.miyagi-
yuchi.jp/page_002/index.html

53 受入研修プログラム 宮城県観光誘致協
議会

宮城への理解促進を目的に6社の
旅行会社社員を対象とした受入研
修を実施。今年度はプレＤＣ期間に
行ない、ＤＣの造成・販売に役立て
ていただく予定。

同 2 特になし 宮城県観光誘致協議会
http://www.miyagi-
yuchi.jp/page_002/index.html

54 マスコミ招請 宮城県観光誘致協
議会

ホームページの活用による情報発
信を加重し、マスコミ各社の希望に
合わせた取材の受入れを行なって
いく。

同 2 特になし 宮城県観光誘致協議会
http://www.miyagi-
yuchi.jp/page_002/index.html

55 関西圏誘客促進キャン
ペーン（東北観光推進
機構主催）受入協力

東北観光推進機構 航空会社との連携により関西地区
各旅行会社の企画担当者を対象に
実施（今年度は9/4）。

同 2 宮城県観光誘致協議会
http://www.miyagi-
yuchi.jp/page_002/index.html

56 「宮城・仙台」教育旅行・
体験学習研修会

宮城県・仙台市・
（財）仙台観光コン
ベンション協会・宮
城県観光誘致協議

会

宮城県・仙台市・（財）仙台観光コン
ベンション協会と共に教育旅行の誘
致を目的に開催。開催地は主に札
幌・函館地区。例年学校関係者も多
数参加。

同 2 宮城県観光誘致協議会
http://www.miyagi-
yuchi.jp/page_002/index.html

57 SENDAI光のページェン
トへの協賛

SENDAI光のペー
ジェント実行委員会

同 2 宮城県観光誘致協議会
http://www.miyagi-
yuchi.jp/page_002/index.html

58 公共事業の確保等並び
に入札契約制度の改善

(社)宮城県建設業
協会

公共工事予算は年々減少し，受注
量が減少したため請負額のダンピ
ングが横行し，互いに苦慮してい
る。
国会議員，関係省庁，県，市町村長
へ要請・陳情

平成17年4月1日から
「品確法」が制定され，
入契制度のあり方につ
いて改善に努力してい
る。

59 会社経営支援及び建設
産業の振興

(社)宮城県建設業
協会

会員企業の経営改善についての
各々の支援・相談

会員の経営改善の支援
等

60 建設業労働災害の防止 (社)宮城県建設業
協会

当協会員の労働災害を防止するた
め，ポスター，パンフレットの作成配
付等

61 雇用改善推進事業 宮城労働局，(社)宮
城県建設業協会，
宮城県

会員企業の雇用改善を図るため，
優良企業の表彰，関係機関との意
見交換を行う

62 時短推進事業 (社)宮城県建設業
協会

週休２日制の推進と，毎月第二土
曜日を「ノー現場デー」と定着

週休二日制への完全移
行のため，「ノー現場
デー」を設置

63 新建設人材確保対策事
業

(社)宮城県建設業
協会

実業高校の土木科，建築科で希望
があれば，近隣の現場で実施

将来，建設業への就職
奨励促進

5

64 ２１世紀型事業 (社)宮城県建設業
協会

資源循環社会の構築の推進

65 優良会員等表彰の実施
事業

(社)宮城県建設業
協会

優良会員の推進を図るため，各種
表彰の付与

66 機関紙の発行配付事業 (社)宮城県建設業
協会

年４回，会員等に情報提供

67 暴力追放対策事業 (社)宮城県建設業
協会

会員企業に暴力団等からの資材提
供等の要請があった場合の対応

68 子ども110番パトロール
事業

(社)宮城県建設業
協会

会員企業の作業車（500台強）等の
側面にステッカーを貼り，作業現場
近辺の小学生通学路をパトロール

(社)宮城県建設
業協会

宮城県観光誘
致協議会
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69 受託事業等 (社)宮城県建設業
協会

関連団体からの委託に基づく事業
・建設共済加入
・建退共事業の推進
・建設業経理事務士の講習・試験
・建設マニフェストの委託販売

70 支援・助成事業 (社)宮城県建設業
協会

関連団体への支援・助成（２６団体）

71 環境保全米全県運動事
業

事業主体：ＪＡグ
ループ宮城
（県下全ＪＡ・ＪＡ宮
城中央会・ＪＡ全農
みやぎ）

推進機関：
　・環境保全米運動
推進本部
　・食料安全・安心
推進委員会

安全安心な農産物づくりと環境負荷
軽減・資源保全の取り組み
○安全安心な農産物づくり
・生産履歴記帳運動の適正実施指
導
・ポジティブリスト制及びＧＡＰへの
対応指導と遵守への取組み
・みやぎ食の安全安心取組宣言の
継続取組
○環境保全米全県運動事業
・ＪＡＳ有機と特別栽培ガイドライン
に準拠し環境保全に配慮した米づく
り
・生産履歴記帳や残留農薬検査等
の取り組みによる「みやぎの食の安
全・安心宣言」の着実な履行
・環境保全の効果を発揮するため
の「点」から「面」への展開と、消費
者の賛同と協調行動の促進によ
る、県民運動への展開

○安全安心な農産物づ
くり
・生産履歴記帳：
  県下全ＪＡ、ＪＡの取り
扱う米の100％
・ポジティブリスト制及
びＧＡＰへの対応：
  県下全ＪＡにおける適
正対応
○環境保全米全県運動
事業
・県下全ＪＡにおける事
業の取組
　（環境保全米づくり事
業）
・Ｈ22年までに県下水稲
作付面積の70％、販売
数量の100％を環境保
全米とする。

3 ＪＡグループの取
組に対する連携と
地域段階における
行政・関係機関一
体となった取り組
みの強化

72 食農教育事業 事業主体：ＪＡグ
ループ宮城
（県下ＪＡ・ＪＡ宮城
中央会・ＪＡ全農み
やぎ）
推進機関：ＪＡ食育・
食農教育推進委員
会（各ＪＡにおける
設置）

・Ｈ19～21年度の3カ年計画に基づ
く、取組具体策の具体化
・具体的取組計画に基づく、環境や
食への理解促進と学校給食への地
元食材の提供を推進
・小・中学校の総合学習を活かした
農業の体験学習の取組
・県内農業高校との連携強化・支援

・県下全ＪＡにおける
「食農教育プラン」の策
定（行政・ＰＴＡ等各関
係機関との連携）
・宮城県の食育プラン
に呼応した取り組みの
展開
・ＪＡにおける農業・農
村体験の場づくりの支
援

3

73 ＪＡ介護事業及び高齢
者生活支援事業

ＪＡ宮城中央会
県下全ＪＡ

中央会：
・県下介護事業取組ＪＡの支援
・高齢者生活支援事業の支援
県下ＪＡ：
・質の高い介護事業の提供
・ディサービスセンターの設置
・元気な老人づくりと地域貢献並び
に高齢農業者の生涯現役づくり運
動の展開
（平成１９年度～２１年度）
・助け合い組織の拡大

○介護事業
　・ＮＰＯ法人介護ネット
みやぎとの連携による
サービスの質の向上
　・訪問介護事業
　　　利用者数：800名
（18年度）→1,000名（21
年度）
　・通所介護事業
　　　施設数：2（18年度）
→4（21年度）
　　　利用者数：160名
（18年度）→320名（21年
度）
○元気な高齢者対策
　・生きがい作り（高齢
農業者の生涯現役）
　・生きがい共有の場の
提供（サークル・文化学
習）
　・健康の維持増進を
図る取組（ＪＡ総合検
診）
○ＪＡ地域ボランティア
事業・活動
　・ＪＡ助け合い組織
　　ａ）組織数23（17年
度）→23（21年度）

3

74 県産県消運動の展開 主体：ＪＡグループ
宮城
（県下全ＪＡ・ＪＡ宮
城中央会・ＪＡ全農
みやぎ）

連携企業：Ｎツアー

・県内農業生産額向上による食料
自給率の向上
・周年供給を目指した産地づくりとこ
れを発展させるべく宮城の園芸ブラ
ンドづくり
・市民農園、学童農園、観光農業、
農業体験ツアーなど購入人口の増
大と観光消費の拡大

・県域食料自給率の向
上対策の実践
　（カロリーベース、農
水省算出）　H17年度：
78％→H21年度：90％
・県域部会の設置、集
落営農組織を中心とし
た全ＪＡにおける品目別
生産部会の充実による
園芸販売高の向上
・ＪＡ主体の直売所の設
置　Ｈ18年度17か所→
Ｈ21年度：25か所
・食と農の「宮城の広告
塔」（直売所）を仙台市
内に設置（今後の計画）
・滞在体験型農業観光
のネットワーク化

3

75 担い手の育成事業 事業主体：ＪＡグ
ループ宮城
（県下全ＪＡ・ＪＡ宮
城中央会・農林中
金仙台支店・ＪＡ全
農みやぎ・ＪＡ全共
済連宮城）

推進機関：
・宮城県担い手育
成総合支援協議会
・宮城農業担い手
基金

・農業や集落を守る永続的な担い
手の育成（集落営農組織の育成・
確立）
・大規模化のみではなく、地域担い
手づくりの担い手として集落営農を
育成
・県下農業高校の進路指導など情
報交換や連携支援

・県下全ＪＡにおける事
業の取組
　　（担い手育成事業）
・集落営農組織数（任意
組織）
　Ｈ19.７月現在 434組
織　→ Ｈ21年度末  500
組織
・全国認証の営農指導
員の育成
　H19年度より新規認証
H19年度100名→H20年
度150名
・農業高校との懇談会
の開催
・新規就農者（農業者の
後継者中心）の充実

3
5

(社)宮城県建設
業協会

宮城県農業協
同組合中央会
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宮城県農業協
同組合中央会

76 バイオ産業への連携 事業主体：ＪＡグ
ループ宮城・行政・
大学・関係業界

・バイオエタノール用多収穫稲作づ
くりの研究、バイオプラスチック企業
との連携
・水田の多用途利用の実践

・行政と連携による、企
業誘致、労働力、資源
の提供による地域経済
の貢献

3 バイオ関連事業振
興に関する専任部
署の設置と対応

77 県産水産物の高付加価
値化

宮城県漁業協同組
合

県産水産物のブランド化の推進、消
費者及び業者等へのPR活動、通信
販売及び海外への輸出検討等の販
路拡大、カキトレーサビリティシステ
ム

3 宮城県産生かきﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ
http://jf-
miyagi.asp.nekonet.ne.jp/search/Ds
pIE.nsf/searchform?OpenForm

78 安全・安心な水産物の
供給

宮城県漁業協同組
合

諸啓発活動、HPによる情報提供、
貝毒・ノロウイルス・その他の検査
体制の充実、カキトレーサビリティシ
ステム

3 宮城のかきのHP
http://www.miyaginokaki.jp/
宮城県産生かきﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ
http://jf-
miyagi.asp.nekonet.ne.jp/search/Ds
pIE.nsf/searchform?OpenForm

79 漁業経営基盤の強化 宮城県漁業協同組
合

共販体制の充実、水産物加工施設
の整備、水産物の集出荷の効率
化、燃油物流効率化及び燃油価格
高騰対策、水産関係資機材の仕入
の効率化、漁協内コンピューター
ネットワーク化

3

80 海洋事故対策 宮城県漁業協同組
合

事故防止対策、事故者・遭難者の
救助対策、遺族支援活動

3

81 漁業系廃棄物適正処理
の推進

宮城県漁業協同組
合

カキ殻のリサイクル 3

82 漁場環境の保全 宮城県漁業協同組
合

藻場造成・海中造林活動、海浜清
掃活動、漁場油濁防止対策の推
進、仙台湾環境悪化要因調査

3

83 水産資源の適切な保全
と管理

宮城県漁業協同組
合

種苗放流、資源管理型漁業の実施
（禁漁期、体長制限、漁獲量制限、
操業時間の制限、水産資源保護区
の設定）、有害生物の駆除、密漁防
止対策の推進

3

84 内水面域における水産
資源の維持管理

宮城県内水面漁業
協同組合連合会
（協力：宮城県漁
協）

漁場環境保全、種苗放流事業の推
進、禁漁期・体長制限・禁漁区の設
定、魚食性外来魚の駆除・処分

3

85 自然災害対策 宮城県漁業協同組
合

台風・大型低気圧等沿岸域自然災
害に対する復旧支援対策

3

86 嚥下食普及連携会議 宮城県産業経済部
新産業振興課

嚥下訓練食の県内への普及と、産
学官が連携した、県産の魚肉を利
用した嚥下障害者用食品の開発

開発した食品の製品
化、および県産の嚥下
食の普及

3 特になし 東北大学大学院医学系研究科　肢
体不自由学分野　摂食嚥下研究会
ページ
http://www.rehamed.jp/modules/ti
nyd1/index.php?id=1

87 みやぎ県民大学
「学校等開放講座」

東北大学経済学研
究科・地域イノベー
ション研究センター

県民および県内の中小企業経営管
理者を対象に地域企業のイノベー
ションと飛躍のための経営教育を行
う。

平成１８年度実績：
修了者４０名
平成１９年度目標：
修了者５０名

5 特になし 東北大学経済学研究科・地域イノ
ベーション研究センター
http://www.tohoku-rirc.jp

88 地域イノベーション創出
型研究開発支援事業

東北大学多元物質
科学研究所

学術指導契約（鈴木　茂　教授）
課題名：小径銅ボールへのＳｎ及び
Ｓｎ－Ａｇめっき技術の開発

小径銅ボールへのめっ
き技術及び評価方法に
関するアドバイス
（製品の品質保証体制
を確実なものとする）

5 特になし

89 平成19年度宮城県3R
新技術研究開発事業

宮城県、蔵王ファー
ム、クリハラ、東北
大学

養豚業における地区糞有機汚泥の
滅菌乾燥による発生抑制とバイオ
マス資源の有効再活用と環境負荷
低減型養豚法の開発

低コストの養豚法の開
発とCO2排出量削減、
安全安心な豚肉の供給

3,5 特になし 環境生活部資源循環推進課普及
促進班
http://www.pref.miyagi.jp/sigen/3rs
ingijutu/3rsingijutu-index.html

90 研究協力協定に基づく
事業の推進

東北大学 共同研究、研究者の相互交流、教
育、人材育成について密接な連携
と協力を行う

共同事業（講演会等）の
開催、共同研究の推
進、人材育成の推進を
するとともに、研究プロ
ジェクトの設立と研究成
果の早期実用化支援

5 特になし

91 産学官連携による高度
化技術産業の集積促進

東北大学（薬学研
究科・工学研究科・
医学研究科）、ジャ
パン・ローヤルゼ
リー、サンケミファ、
産総研東北セン
ター、宮城県（コー
デイネーター）

柑橘類フラボノイドを利用した抗認
知症機能性食品製造技術の開発

記憶障害改善作用･脳
コリン作動性神経の再
生活性･アミロイドb-ペ
プチドの蓄積抑制作用
を示す柑橘類果実成
分、フラボノイド化合物
を含有する機能性食品
を製品化を具現化でき
る安全・安心で、かつ経
済的な製造プロセスの
開発を行うものである。

3 特になし

92 東京エレクトロン 宮城
進出支援

東北大学 未来科学
技術共同研究セン
ター

東北大学との産学連携を強化する
ため、半導体製造装置メーカーの
東京エレクトロンが泉の研究拠点発
足に加え大和町に工場進出。

2010年稼動時に400人
の新規雇用。　投資総
額は200～300億円。関
連会社進出の可能性
大。

1,5 特になし 平成19年3月8日「東京エレクが新
工場、半導体製造装置、１０年ぶり
――生産能力１．５倍に」（日本経済
新聞）
未来科学技術共同研究センター
大見研究室
http://www.niche.tohoku.ac.jp/inde
x.php?page=project_fff

宮城県漁業協
同組合経営管
理委員会

東北大学

6／13



各団体事業一覧（団体ごと） 2007/9/1314:49

掲載団体 事業主体 概要 目標 該当施策番号 要望・提案 参考

団体名 № 取組の名称等 貴団体名
又は
実際の取組団体名

取組の目標，概要，目標とする指標，事
業費，実施年度等

数値目標又は定性的目標 富県宮城の実現の
取組のうち，該当す
る施策番号を下記欄
外から選択してくだ
さい。

県や他団体に対す
る要望や提案

関連webサイト等

事業名

93 東北大学連携ビジネス
インキュベータ（T-Biz）
支援

東北大学、宮城県、
仙台市、中小企業
基盤整備機構

現状の入居率約90％
（１８社入居、３６部屋中
３２部屋使用）、年度内
に100％を目指す。

5 特になし

94 科学技術計算ソフトウェ
ア人材の育成

東北大学 未来科学
技術共同研究セン
ター

理論に基づき分子とその物性、合
成法などの化学に関する問題をコ
ンピュータの支援により解決する計
算化学を200名規模のジンで進める
ために、「物質を原子・分子レベル
からコンピュータ上にモデル化し、
種々の物性・物理や化学現象の解
析や予測を行うシミュレーションを
産業界と連携しながら進めている。

科学技術計算のＳＥ・プ
ログラマーの育成

2 特になし 宮本研究室HPのスタッフ
http://www.aki.che.tohoku.ac.jp/sta
ff-j.html

95 スマートエイジングプロ
グラム

東北大学 加齢、高齢化による経年変化に賢く
対処し、個人社会が知的に成熟す
るための「商品」「サービス」「制度」
の創出を通じて、「新しい地域産業」
高齢化社会に求められる「人材」の
創出を目指す。

健康・福祉ビジネスの
集積を図る

１，２ 特になし

96 マイクロシステム融合
研究開発拠点

東北大学 マイクロシステムとＬＳＩとを一体化
するための基盤として、加工・実装
技術の研究開発、デザインルール
の決定、乗り合い方式ウエハシステ
ムの整備などを行う。協働基幹と共
に、情報・通信、製造、自動車、医
薬品、医療などの分野で新しい応
用システムの実現を目指し、要素技
術の研究開発、デバイスの開発、
試作システムの実証などを一貫して
行い、多品種少量型製品でも実用
化できる産学連携モデルを構築し、
大学発イノベーションの成功例を作
る。

開発した集積化マイク
ロシステムが、情報・通
信、製造、医療などの
様々な分野で、市場競
争力のある製品として
実用化されることを目
指す。

1 特になし

97 宮城県産高機能大豆を
利用した脱豆腐製品の
開発

東北大学、太子食
品工業、ＦＭＳ

消費者味覚に対する課題となって
いた「青臭み」「えぐ味」を欠失させ
た地域発の新大豆を利用して、従
来の豆腐と違った嗜好性の高い革
新的なスタイリッシュ豆腐の開発を
行う。

ＦＭＳを活用し、市場を
正確に把握した販路展
開に対応する１アイテ
ムだけでない商品群
を、東北大の機能性評
価やタンパク質解析を
踏まえた上で、創出す
る。

3 食材王国みやぎ
における積極的な
支援を期待した

い。

98 次世代半導体製造用プ
ロセスガスーインライン
モニタリング装置の開
発

イデアルスター、東
北大他

イデアルスター、日本エイピーアイ、
東北大学他と化合物半導体製造プ
ロセスにおける高純度ガス中の不
純物（酸素等）濃度のダイナミックレ
ンジ測定（ｐｐｂ～ｐｐｍ）の開発を行
う。

２００９年度中のテスト
販売を目指す。

5 事業化支援を期
待したい。

99 非鉄金属中核人材育成
事業

東北大学、細倉金
属鉱業他

非鉄製錬産業は、高品質な非鉄金
属素材の安定供給を通じて、国内
の基幹産業や高度な先端産業を支
えると同時に、我が国の資源循環
における中心的役割を果たしてい
る。この資源循環の運営と発展を担
う中核人材を育成・維持するため
に、関係する産学が共同して新たな
教育プログラムを開発・実施する。

東北地域及び東北大学
を非鉄製錬の生産、イ
ノベーション、人材育成
の拠点とする。

5

100 燃料電池自動車用ＭＥ
ＭＳ湿潤水素センサシ
ステムの開発

産総研、東北大、宮
城県産業技術総合
センター、矢崎総業
㈱、新東北化学㈱、
北日本精工㈱

燃料電池自動車を高効率で安全に
走行させるために必要な小型湿潤
稼働センサーシステムを開発する。
宮城のＭＥＭＳの強みを活かした取
り組みを行う。

平成２０年度の評価、２
１年度のテスト実装を目
指す。

5

101 サイエンスパーク設置
事業

東北大学 世界最高水準の研究成果を基に、
東北大学外との連携、将来を見据
えた先導的・先駆的な産学連携研
究を展開するため、中央棟の建設
と企業・産業界による研究施設の親
営を目指す。

独創性、実用性に富ん
だ東北大学発のイノ
ベーションの創出、ベン
チャー企業の創業が期
待できるとともに、その
集積により仙台地域に
ハイテク産業の創出と
優れた人材の地元への
定着。

1.5 建設経費への資
金援助と税制面で
の規制緩和。

ラウンドテーブル合意事項

102 リチウムイオンバッテ
リー生産工場誘致

宮城県 日産、ＮＥＣ、ＮＥＣトーキンの３社で
全世界の自動車産業関連メーカー
各社に電気自動車用のリチウムイ
オンバッテリーを供給することを目
指して合弁会社「オートモーティブ・
エナジー・サプライ㈱」を設立した。
１年後をめどに量産を視野に入れ、
高性能バッテリーの開発及びマー
ケティングを行う予定である。

世界をリードする高性
能リチウムバッテリーを
量産する工場の誘致を
実現する。関連会社の
集積と新たなる雇用の
創出が図られる。

1.5

103 現職教員（英語・歴史）
研修セミナー

東北学院大学文学
部、東北学院大学
教職課程センター）

英語・歴史の中学・高校教員の、特
に、教科に関する研修。先端の学
問的知見を、学びの現場に反映さ
せる。

H18　60名参加
H19　80名参加

5 後援（宮城県教育委員会、仙台市
教育委員会）

104 経済学科開講科目「経
済学特殊講義Ⅰ」

東北学院大学経済
学部経済学科

本学経済学科学生対象科目。野村
證券株式会社から講師を招き、資
本市場の役割と証券投資について
学ぶ。

5

東北大学

東北学院大学
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105 経済学科開講科目「経
済学特殊講義Ⅱ」

東北学院大学経済
学部経済学科

本学経済学科学生対象科目。宮城
県産業経済部から講師を招き、地
域産業政策について学ぶ。

5

106 経済学科開講科目「経
済学特殊講義Ⅳ」

東北学院大学経済
学部経済学科

本学経済学科学生対象科目。東北
経済産業局から講師を招き、東北
経済の持続的発展へのネットワー
ク構築について学ぶ。

5

107 行政書士のための特設
講座

東北学院大学大学
院法学研究科

東北５県の司法書士を対象とした
大学院前期課程相当の講座。平成
19年度からは定員を10名とした「東
北学院大学社会人学び直し教育プ
ログラム（仮称）」として実施する予
定。

5

108 地盤工学基礎講座 東北学院大学工学
部環境建設工学科

地盤工学会東北支部と共催で年７
回の若手技術者向けの「地盤工学
基礎講座」を実施。建設工学分野で
必須で独学が困難な地盤工学を、
現場の体験も踏まえて、若手技術
者に教授。

5

109 基盤技術高度化支援に
係る相互協力

東北学院大学、宮
城県、ほか９機関

宮城県内企業における基盤技術の
高度化推進。企業への機器の開
放。

企業に対する技術的支
援協力機関の連携的取
組み。

5 宮城県による紹
介、仲介

110 東北学院大学産学連携
推進センターにおける
各種事業

東北学院大学産学
連携推進センター

地域企業における研究開発等の助
言・指導、技術者リフレッシュ教育
等の提供。

宮城県を中心とする企
業と連携して、産業教
育及び技術振興を図る

1 宮城県による紹
介、仲介

http://www.eng.tohoku-
gakuin.ac.jp/sangaku/index.shtml

111 ハイテク・リサーチ・セン
ター整備事業（H18-22）

東北学院大学大学
院工学研究科

特殊環境下における外場誘起によ
るナノデバイス、新材料の開発。

研究連携企業の
斡旋

112 社会人学び直しニーズ
対応教育推進プログラ
ム（H19-21）

東北学院大学大学
院工学研究科

21世紀のキーテクノロジーを学ぶこ
とによる理科好き小・中・高教員の
増大。

毎年30名の現職小・中・
高教員向けに15講座を
提供。

5 県・市町村教育委
員会よる支援

113 国への要望 宮城県市長会 燃料油及び石油関連製品の価格安
定について，実効性及び即効性の
ある施策を実施するよう要望

5

114 国への要望 宮城県市長会 農業振興策を充実強化させるため
の施策を実施するよう要望

3 農業振興策を充
実強化させるため
の施策を実施する
よう要望

115 食料産業クラスター展
開事業

民間団体 「食料産業クラスター」の形成を通
じ、地域食材を活用した新たな戦略
食品を創出するため、食農連携に
意欲的な食品企業に対する情報発
信機能の強化、販路開拓や原材料
となる地域食材の周年確保等の取
組に対する支援を行う。
   また、地域食材を活用した地域食
品ブランドの確立を推進するため、
地域食品ブランドの管理への支援
を行う。
【補助率】定額、１／２
【事業実施期間】平成１７～２１年度

・食品製造企業を含む
産学官の連携・協力関
係の促進
・地域食材を活用した
新たな商品の開発等の
食品産業・農林水産業
の活性化の促進

1,3,5 食料産業クラスター展開事業関連
情報（農林水産省ホームページ）
http://www.syokuryo.maff.go.jp/syo
kuhin/cluster/cluster.htm

116 産学官連携経営革新技
術普及強化促進事業

都道府県、独立行
政法人、大学、民間
団体等

革新技術の導入による担い手の経
営発展を図るため、普及組織を中
核とした産学官連携プロジェクトに
よる生産現場での新技術の確立か
ら、総合的な技術普及支援までの
一貫した取組を支援する。
【補助率】定額
【事業実施期間】平成１９～２３年度

ブランド確立による差別
化、高付加価値化

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/05keiei/index.html

117 強い農業づくり交付金 市町村、農業協同
組合、農業協同組
合連合会、第３セク
ター、農業者等
の組織する団体等

効率的かつ安定的な農業経営が地
域農業の相当部分を担う望ましい
農業構造の確立を図るため、認定
農業者等の担い手の育成・確保及
び担い手への農地の利用集積等の
地域農業の構造改革の加速化に資
する生産施設、加工施設、流通販
売施設及び土地基盤等の整備を実
施、産地における競争力を強化す
るため、農畜産物の生産性や品質
の向上等に必要な施設等の整備を
支援する。
【補助率】定額、１／２以内等
【事業実施期間】平成１７～２１年度

効率的かつ安定的な農
業経営が地域農業の相
当部分を担う望ましい
農業構造の確立を図る

3,5 http://www.maff.go.jp/soshiki/nous
an/seisantaisaku/index.html

118 強い農業づくり交付金
（輸出促進特別枠）

農業者が組織する
団体、民間団体等

新たに海外を含めて販路を積極的
に拡大しようとする産地において地
元の生産体制の確立に向けた高品
質化、低コスト化等のための共同利
用施設の整備を支援する。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１７年度～２１
年度

輸出志向の生産・加工・
流通体制の整備

3,5 http://www.maff.go.jp/soshiki/nous
an/seisantaisaku/index.html

東北農政局

宮城県市長会

東北学院大学
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掲載団体 事業主体 概要 目標 該当施策番号 要望・提案 参考

団体名 № 取組の名称等 貴団体名
又は
実際の取組団体名

取組の目標，概要，目標とする指標，事
業費，実施年度等

数値目標又は定性的目標 富県宮城の実現の
取組のうち，該当す
る施策番号を下記欄
外から選択してくだ
さい。

県や他団体に対す
る要望や提案

関連webサイト等

事業名

119 地域担い手経営基盤強
化総合対策実験事業

認定農業者及び集
落営農組織

認定農業者等の担い手による融資
を主体とした農業用機械施設等の
導入に際して、融資残の自己負担
部分について補助金を交付する。こ
れにより、担い手の経営責任と創意
工夫による主体的な経営展開を補
完的に支援する。
【補助率等】融資残高
【事業実施期間】平成１９～２１年度

担い手の育成・確保及
び農地利用集積に関す
る目標を掲げた地域構
等造改革プロジェクト整
備計画を策定し、地域
農業の経営構造改革に
取り組むこと。

3 http://www.maff.go.jp/soshiki/kouk
ai/kaizenzigyou/management/ninait
e_jigyo/index.html

120 広域連携アグリビジネ
スモデル支援事業

生産者サイド：認定
農業者等の組織す
る団体、農協等
実需者サイド：事業
協同組合等

生産者と食品産業等の実需者が連
携して農産物を安定供給・確保する
取組、複数の都道府県にわたる生
産者が連携し生産・販売施設等を
整備する取組等、都道府県の枠を
超えて行われる広域的なアグリビジ
ネスの取組に対して支援し、競争力
のある担い手の育成及び国産農産
物の競争力を強化を図る。
【補助率】１／２、１／３以内
【事業実施期間】平成１７～２１年度

競争力のある担い手の
育成、国産農産物の競
争力を強化

3,5 広域連携アグリビジネスモデル支
援事業（農林水産省ホームページ）
http://www.maff.go.jp/soshiki/kouk
ai/kaizenzigyou/management/koure
n/index.html

121 農業経営基盤強化資金
（農林漁業金融公庫資
金）

認定農業者
（経営改善に取り組
む意欲のある農業
者が、「農業経営等
のスペシャリスト」を
目指すための「農
業経営改善計画」
を作成し、市町村が
認定するもの）

経営感覚に優れた効率的・安定的
な経営体の育成に資するため、農
業経営基盤強化促進法の農業経
営改善計画等の認定を受けた農業
者に対して、計画に即して規模拡大
その他の経営展開を図るのに必要
な長期低利資金を農林漁業金融公
庫から幅広く融通する。
【貸付利率】1.45～1.8％ (平成18年
12月20日現在)
【融資率】100％

農業経営のスペシャリ
ストの育成支援

3,5 農林漁業金融公庫ホームページ
http://www.afc.go.jp/

122 経営体育成強化資金
（農林漁業金融公庫資
金）

主業農業者
（農業所得が総所
得（法人にあって
は、当該法人の農
業等に係る売上高
が総売上高）の過
半又は農業粗収益
が200万円（法人に
あっては、1,000万
円）以上等一定の
要件を満たす者）等

意欲と能力をもって農業を営む者に
対し、経営展開に必要な前向き投
資資金と併せて償還負担の軽減の
ために必要な資金を一体的に長期
低利で融通することにより、効率的
かつ安定的な農業経営が農業生産
の相当部分を担う農業構造の確立
に資することを目的として、経営改
善資金計画に基づいて行う事業に
必要な資金等を農林漁業金融公庫
から融通する。
【貸付利率】1.8％ (平成18年12月20
日現在)
【融資率】80％

効率的かつ安定的な農
業経営の確立

3,5 農林漁業金融公庫ホームページ
http://www.afc.go.jp/

123 農業近代化資金 認定農業者（経営
改善に取り組む意
欲のある農業者
が、「農業経営等の
スペシャリスト」を目
指すための「農業
経営改善計画」を
作成し、市町村が
認定するもの）・主
業農業者（農業所
得が総所得（法人
にあっては、当該法
人の農業に係る売
上高が総売上高）
の過半又は農業粗
収益が200万円（法
人にあっては、
1,000万円）以上等
一定の要件を満た
す者）等

農業者等に対し農業協同組合等融
資機関が貸し付ける施設資金等に
対し都道府県が利子補給を行う。
（農林中央金庫が貸し付けるものに
対しては国が利子補給）

農業経営のスペシャリ
ストの育成支援

3,5 http://www.maff.go.jp/soshiki/keiei
/kinyuu/kaizen.pdf

124 農業改良資金 ・認定農業者（経営
改善に取り組む意
欲のある農業者
が、「農業経営等の
スペシャリスト」を目
指すための「農業
経営改善計画」を
作成し、市町村が
認定するもの）
・主業農業者（農業
所得が総所得（法
人にあっては、当該
法人の農業に係る
売上高が総売上
高）の過半又は農
業粗収益が200万
円（法人にあって
は、1,000万円）以
上等一定の要件を
満たす者）等

農業の担い手が農業経営の改善を
目的として、その自主性や創意を活
かしつつ、都道府県知事から貸付
資格の認定を受けた農業改良措置
（新たな農業経営部門への進出、新
たな先駆的技術の導入等）に取り
組む際に必要な資金を無利子で貸
し付ける制度。
【貸付利率】無利子
【融資率】認定農業者100％、定農
業者以外80%

農業経営のスペシャリ
ストの育成支援

3,5 http://www.maff.go.jp/soshiki/nous
an/fukyuuka/newsite/annai.htm

125 未来志向型技術革新対
策事業

農業者が組織する
団体、民間団体等

農業生産における技術革新を興す
先進的でリスクの高い技術の導入
等を支援。
【補助率】１／２以内等
【事業実施期間】平成１９年度～２１
年度

成果目標の基準を満た
していること・施設等の
整備によるすべての効
用によってすべての費
用を償うことがみこまれ
ること等

2,3,5 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/04seisan/index.html

126 地産地消モデルタウン
推進活動対策事業

農業、商工、観光、
学校給食等の関係
者で組織する協議

農業、商工、観光、学校給食等の関
係者が一丸となり、地域全体で地産
地消の取組を行う地域を地産地消
モデルタウンとして支援。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１９年度～２１
年度

農業、商工、観光、学校
給食等の関係者が一丸
となり地域全体で地産
等地消の実現に向け優
れた取組を行う

3 http://www.maff.go.jp/www/press/
2007/20070411press_1.html

東北農政局
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事業名

127 地産地消モデルタウン
事業

農業、商工、観光、
学校給食等の関係
者で組織する協議

農業、商工、観光、学校給食等の関
係者が一丸となり地域全体で行う
地産地消の取組を地産地消モデル
タウンと位置付け、これに必要な施
設の整備を支援を行う。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１９年度～２１
年度

農業、商工、観光、学校
給食等の関係者が一丸
となり地域全体で地産
等地消の実現に向け優
れた取組を行う

3 http://www.maff.go.jp/www/press/
2007/20070411press_1.html

128 新需要創造対策 民間団体、新需要
創造協議会等

産学官の連携により、我が国の技
術力を活かして新食品や新素材を
開発し、知的財産権の活用により新
しい需要を創造して、新産業分野を
開拓するため、①新需要創造のた
めの新たなビジネスモデルの提案、
②関係者が一体となって新需要創
造に取り組む協議会の育成・活動、
③新食品・新素材の高度な品質管
理システムの確立のための支援を
行う。
【補助率】 定額、１／２以内
【事業実施期間】平成１９年度～２１
年度

知的財産権の活用によ
り新しい需要を創造し
て、新産業分野を開拓
する

2,3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/04seisan/index.html

129 農地・水・環境保全向上
対策

地域協議会（都道
府県、市町村、農業
団体等から構成さ
れる団体）

農地・水・環境の良好な保全と質的
向上を図るため、地域ぐるみでの効
果の高い共同活動と先進的な営農
活動を実施する地域の支援を行う。
【補助率】定額
【事業実施期間】平成１９年度～２３
年度

農地・水・環境の良好な
保全と質的向上を図る

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/06nouson/index.html

130 農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金

都道府県、市町村、
土地改良区、水産
業協同組合、森林
組合、農業協同組
合、農業者

農山漁村地域において、居住者及
び滞在者の増加といった観点も踏
まえ、農・林・水の縦割りなく施設の
整備等の各種取組を総合的かつ機
動的に支援を行う。

「定住等及び地域間交
流の促進による農山漁
村の活性化に関する法
律」に基等づく「活性化
計画」を策定し推進す
る。

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/06nouson/index.html

131 未来指向型技術革新対
策事業
（野菜低コスト供給パー
トナーシップ確立事業）

農業協同組合、農
業生産法人、その
他農業者の組織す
る団体等

生産者・流通業者・実需者の連携
の下、有限責任事業組合（ＬＬＰ）等
の枠組みを活用し、高性能機械の
リレー利用、通いコンテナによる一
貫輸送等を推進する。
【補助率】１／２以内、定額
【事業実施期間】平成１９年度～２１
年度

野菜生産者、流通業者
及び実需者の連携の
下、高性能機械の産地
間リレー、利用資材・輸
送費低減を可能とする
通いコンテナ、真空予
冷、オゾン水殺菌に対
応した集出荷・加工施
設の改修等の技術導入

3,5 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/04seisan/index.html

132 学校給食用牛乳等供給
推進交付金

乳業者、生産者等
で構成する組織

安全で品質の高い国産牛乳を年間
を通じ学校給食用に安定的かつ効
率的に供給し、我が国酪農の安定
的発展と児童・生徒の体位・体力の
向上に資するための支援する。
【補助率】１／２、１／３以内、定額
【事業実施期間】昭和３２年度～

学校給食用牛乳の安定
的かつ効率的な供給を
推進

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/04seisan/index.html

133 食品安定供給施設整備
資金

食品の製造、加工
又はこれらの者の
組織する法人

食品の製造又は加工の事業を営む
者が食品の流通機能の高度化（食
品の製造又は加工に関するものに
限る。）に必要な施設を整備するた
めの資金を農林漁業金融公庫が融
資を行う。
【貸付利率】一般施設の場合（1.90
～2.35％)
特定施設の場合( 1.75～2.20％)
（貸付期間に応じて）

生産・流通機能の改善
による品質の保持、低
コスト化、高付加価値
化、安全性の確保を図
る。

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/02syokuryo/index.html

134 食品流通改善資金（卸
売市場施設・近代化施
設）

・卸売市場（付設集
団売場を含む）の開
設者（地方公共団
体を除く）
・卸売市場の卸売
業者若しくはその組
織する法人
・ 卸売市場の仲卸
業者若しくはその組
織する法人

生鮮食料品等の生産及び流通の円
滑化、国民消費生活の安定向上に
果たすべき卸売市場の重要な役割
にかんがみ、卸売市場の施設、卸
売業者等の業務の近代化を図るた
めの必要な施設の造成等について
長期・低利資金を農林漁業金融公
庫から融資を行う。
【融資率】卸売市場施設：80％以内
　　　　　　業者等施設：70％以内

生産・流通機能の改善
による品質保持、低コ
スト化、高付加価値化、
安全性の確保を図る。

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/02syokuryo/index.html

135 食品流通高付加価値モ
デル推進事業

民間団体 食品小売業者や商店街振興組合
等が生産者団体等と連携して、地
域農水産物を活用したブランド化、
オリジナル商品開発等付加価値の
向上を図る取組に支援を行う。
・生産者との連携によるブランド化
等の取組支援とその普及
【補助率】定額・１／２以内
【事業実施期間】平成１７年度～２１
年度

生産・流通機能の改善
による品質保持、低コ
スト化、高付加価値化、
安全性の確保

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/03syohi/index.html

136 食の安全・安心確保交
付金

都道府県、市町村、
農業協同組合中央
会、農業協同組合
連合会、農業協同
組合、営農集団、特
認団体

食品安全ＧＡＰの取組の推進による
農産物の安全性確保を図る。
【補助率】定額（１／２以下）
【事業実施期間】平成１７年度～２１
年度

・生産・流通機能の改善
による品質保持、低コ
スト化、高付加価値化、
安全性の確保
・産地、農業者の自主
的なＧＡＰの取組

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/03syohi/index.html

137 食の安全・安心確保交
付金（地域における「食
事バランスガイド」の普
及・活用等の促進）

都道府県、市町村、
農業協同組合中央
会、農業協同組合
連合会、農業協同
組合、消費生活協
同組合、特認団

地域の教育ファーム推進計画作成
に向けた取組や優良事例の収集・
情報提供など、地域における教育
ファームの取組を支援する。
【補助率】定額（１／２以下）
【事業実施期間】平成１７年度～２１
年度

社会的課題やニーズに
応えた交流の推進

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/03syohi/index.html

東北農政局
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関連webサイト等
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138 低コスト植物工場成果
重視事業

農業協同組合、農
業協同組合連合
会、農事組合法人、
農事組合法人以外
の農業生産法人、
特定農業団体及び
特認団体

季節や天候に左右されない園芸用
温室の設置・運営コストを大幅に低
減する低コスト植物工場モデルの
実証・確立に対する支援を行う。
【補助率】１／２以内、定額
【事業実施期間】平成１８年度～２０
年度

低コスト植物工場技術
の確立に必要な新技術
の実証・普及を推進

2,3 http://www.maff.go.jp/soshiki/seis
an/low_cost/index.html

139 乳業再編整備等対策事
業

広域指定生乳生産
者団体若しくはその
会員

集送乳の合理化を推進するため、
大規模な貯乳能力を有する施設又
は設備を整備する。
【補助率】１／３以内
【事業実施期間】平成８年度～２２
年度

生産・流通機能の改善
による品質保持、低コ
スト化、高付加価値化、
安全性の確保を図る

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/04seisan/index.html

140 米加工品新規需要開発
支援事業費補助金

民間団体 新たな米加工品の需要創出を図る
ため、米加工品にかかる研究開発
を実施する企業に対して支援を行
う。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１８年度～２０
年度

メーカーや大学との連
携強化戦略のと新たな
米加工品の新技術開発
および普及

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/02syokuryo/index.html

141 先端技術を活用した農
林水産研究高度化事業

独立行政法人、公
立試験研究機関、
大学、民間企業、農
林漁業者等

行政ニーズへの的確な対応、地域
の技術シーズの活用等による現場
に密着した農林水産分野の試験研
究の迅速な推進を図るため、産学
官が連携した研究課題の公募によ
り、優れた発想を活かし、先端技術
等を活用した質の高い試験研究を
促進する。
【補助率】研究費（国から委託）
【事業実施期間】平成１４年度～２３
年度

・地域の農林水産業等
の活性化を図るための
産学官連携による研究
開発
・農林水産物・食品の輸
出促進のための生産、
流通、加工等の技術開
発

2,3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/07gijutu/index.html

142 住宅分野への地域材供
給支援事業

民間団体 地域材の利用拡大を図るため、施
工性、意匠性等の課題があり地域
材の利用が進んでいないマンション
の内装材などについて、消費者
ニーズに対応した新たな製品・技術
の開発やその普及を支援すること
により、地域材の新たな市場の開
拓による利用の拡大を図る。
【補助率】定額、１／２
【事業実施期間】平成１９年度～２１
年度

住宅分野における地域
材を利用した新たな製
品の開発支援、地域材
を利用した新たな製品
等の普及促進

3,5 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/08rinya/index.html

143 上下連携いきいき流域
プロジェクト

流域森林・林業活
性化センター

林業・木材産業の活性化等に向け
て、都道府県内の各流域（森林計
画区）に設置されている流域森林・
林業活性化センター（流域内の地
方公共団体、林業関係団体等によ
り構成）が、都道府県境を越える圏
域において連携して実施する取組
に対して支援を行う。
【補助率】定額
【事業実施期間】平成１８年度～２２
年度

原則として、都道府県
境を越える２以上の流
域において関係する流
域森林・林業活性化セ
ンターが連携して取り組
む活動計画について、
公募方式により支援プ
ロジェクトを支援

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/08rinya/index.html

144 畜産環境総合整備事業 都道府県、市町村、
農協、農協連、事業
指定法人

・家畜排せつ物処理施設とたい肥
の還元用草地等の一体的な整備に
よる畜産経営環境の改善を図る
・草地等の多面的機能を活用した
地域社会の活性化のための草地及
びその附帯施設の整備の実施を行
う。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成７年度～

バイオマスを利用した
産地形成、社会的課題
やニーズに応えた交流
の推進

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/04seisan/38.pdf

145 広域連携共生・対流等
推進交付金、広域連携
共生・対流等整備交付
金

民間団体（農業協
同組合、ＮＰＯ法
人、公益法人等）

・都市と農村の多様な主体が参加し
て行う、共生・対流に資する広域連
携プロジェクト等を公募方式で選定
して、支援を実施
・都道府県を越えた広域的な連携
の先導的取組を実現するために必
要な施設及び都市部での農業振興
に必要な施設等の整備について支
援
【補助率】定額
【事業実施期間】平成１９年度～平
成２３年度

都市と農村が広域的に
連携して共生・対流の
一層の推進を図る

3 http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/06nouson/index.html

146 農地・水・環境保全向上
対策

地域協議会（都道
府県、市町村、農業
者団体等から構成
される団体）

農地・水・環境の良好な保全と質的
向上を図るため、地域ぐるみで効果
の高い共同活動と先進的な営農活
動を実施する地域等を支援する。
【補助率】定額
【事業実施期間】平成１９年度～平
成２３年度

農地･水･環境の保全と
質的向上を図る

3 農林水産省補助事業のページ
http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/02nouson/index.htm

147 景観・自然環境保全形
成支援事業

特定非営利活動法
人（ＮＰＯ法人）等

農村景観・自然環境の保全・形成
等を通じて地域の活性化を推進す
ることを目的として、農村景観や自
然環境の保全活動に関し、課題解
決の検討、地域資源の活用の検
討、活動組織への直接支援等を実
施する。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成19年度～平
成21年度

都市住民・企業・NPO等
の多様な主体の農村景
観・自然環境保全活動
への参画推進

3 農林水産省補助事業のページ
http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/02nouson/index.html

東北農政局
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148 農村コミュニティ再生・
活性化支援事業

ＮＰＯ法人、農業協
同組合、森林組合、
水産業協同組合、
土地改良区、商工
会、地方公共団体
が出資する団体等

農村コミュニティの再生・活性化に
向けてNPO法人等が実施する、都
市から農村への定住の取組、農村
と地域企業との連携による新たな
事業の創出の取組に対して支援を
実施。農村コミュニティの活性化に
関する基本方針等を定め、その実
現に向等けた実践活動を行ってい
る又は行おうとしている団体からの
公募方式により事業実施地区を選
定する。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１８～２２年度

都市から農村への定住
と農村と地域企業との
連携による新たな事業
の創出

3 農林水産省補助事業のページ
http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/03nouson/index.html

149 農村振興総合整備事業 都道府県、市町村
等

地域の多様なニーズに応じた、農
業生産基盤と農村生活環境の総合
的な整備を行うため支援する。
【補助率】50％
【事業実施期間】平成１３年度～

農業の健全な発展と農
地の適正な土地利用を
図りつつ、ほ場整備等
により非農用地を創設
し公共施設等用地の整
備、都市との交流、健
康で生きがいを持って
暮らせるよう生きがい
農園等の整備

3 農林水産省補助事業のページ
http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/04nouson/index.html

150 農業集落排水事業 都道府県、市町村
等

農村地域における農業用用排水の
水質保全、農業用用排水施設の機
能維持又は農村生活環境の改善を
行うため支援をする。
【補助率】50％
【事業実施期間】昭和58年度～

し尿、生活雑排水等の
汚水等を処理する施設
の整備。

3 農林水産省補助事業のページ
http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/05nouson/index.html

151 田園整備事業 都道府県、市町村
等

各種公共公益施設用地整備、伝統
的農業施設及び美しい農村景観等
の保全、復元等に配慮した各種生
産基盤等の整備。
【補助率】50％
【事業実施期間】平成１０年度～

農村に存する伝統的農
業施設及び美しい農村
景観等の保全、復元に
配慮した各種生産基盤
等の整備

3 農林水産省補助事業のページ
http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/06nouson/index.html

152 地域用水環境整備事業 都道府県、市町村、
土地改良区、その
他団体

農村地域に広範に存在する農業水
利施設の整備と一体的に親水・景
観、自然環境等に配慮した整備を
行い、生活空間の質的な向上を図
る。
【補助率】50％
【事業実施期間】平成１２年度～

景観、歴史的施設等の
観光資源との連携

3 農林水産省補助事業のページ
http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/07nouson/index.html

153 リデュース・リユース・リ
サイクル事業
（リサイクル事業－動植
物残さ－）

廃棄物・リサイクル
対策に係る施設を
設置する者（動植物
性残さについては、
食品の製造又は加
工の事業を実施す
る者を除く。）

卸売業者・外食産業等食品製造業
以外の食品関連事業者及びリサイ
クル業者が食品廃棄物を肥料、飼
料等に再生利用するための施設整
備に必要な資金を融通。
食品廃棄物を肥料、飼料等に再生
利用に必要な上記の施設のうち、
日本政策投資銀行が適切と判断し
たもの
【貸付利率】新政策金利Ⅰ （融資率
は案件による）

地域のリサイクル業者
が、食品産業や地域の
農畜水産業者と共同し
て、食品産業から発生
する食品廃棄物を原料
とする肥飼料等を製造
し、地域農業に提供す
る仕組みづくりの確立

3 農林水産省補助事業のページ
http://www.maff.go.jp/www/hojo_jig
yo/h19/index.html

154 地域バイオマス利活用
交付金
（地域バイオマス利活
用整備交付金）

都道府県、市町村、
農林漁業者の組織
する団体、ＰＦＩ事業
者、共同事業体、第
３セクター、消費生
活協同組合、民間
事業者等

地域で発生・排出されるバイオマス
資源を可能な限り循環利用する総
合的利活用システムを構築するた
め、バイオマスの変換・利用施設等
の一体的な整備等、バイオマスタウ
ンの実現に向けた地域の主体的な
取組を支援する。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１９年度～２３
年度

・バイオマスを利用した
産地形成
・食料等生産の枠を越
えた農林水産業の新
　たな領域の開拓
・都市と農山漁村間の
バイオマス利活用の
　促進

2,3 農林水産省バイオマス・ニッポンの
ホームページ
http://www.maff.go.jp/biomass/

155 バイオ燃料地域利用モ
デル実証事業

民間企業等 農村の地域資源を活用して、国民
生活の向上と農村の振興を図るこ
とを目的とし、バイオ燃料の低コスト
製造技術の開発とともに、地域にお
けるバイオマス輸送用燃料の原料
作物の調達から燃料の供給まで一
体となった取組を行う大規模技術実
証に対する支援。
【補助率】　ソフト定額、ハード１／２
以内
【事業実施期間】平成１９年度～２３
年度

バイオ燃料生産等生物
資源産業の育成

2,3 農林水産省バイオマス・ニッポンの
ホームページ
http://www.maff.go.jp/biomass/

156 広域連携等バイオマス
利活用推進事業

消費生活協同組
合、事業協同組合、
ＮＰＯ法人、食品事
業者、食品廃棄物
のリサイクルを実施
する事業者
ＮＰＯ法人、農林漁
業者の団体、消費
生活協同組合、事
業協同組合、食品
事業者、食品廃棄
物のリサイクルを実
施する事業者、国
産原材料由来のバ
イオマスプラスチッ
クの事業者、食器
等のリサイクルを実
施する事業者　等

食品事業者等が都道府県の行政
界を越えて行う、広域的な食品廃棄
物等の利活用システムの構築、並
びにバイオマスプラスチックのリサ
イクルシステム及び国産原材料由
来のバイオマスプラスチックの定着
のため、食品事業者等が行う啓蒙
普及活動、実証試験等について支
援する。
【補助率】１／２以内
【事業実施期間】平成１８年度～２２
年度

・食品廃棄物等バイオ
マスの利活用推進
・バイオマスプラスチッ
クリサイクル推進

2,3 農林水産省バイオマス・ニッポンの
ホームページ
http://www.maff.go.jp/biomass/

東北農政局
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掲載団体 事業主体 概要 目標 該当施策番号 要望・提案 参考

団体名 № 取組の名称等 貴団体名
又は
実際の取組団体名

取組の目標，概要，目標とする指標，事
業費，実施年度等

数値目標又は定性的目標 富県宮城の実現の
取組のうち，該当す
る施策番号を下記欄
外から選択してくだ
さい。

県や他団体に対す
る要望や提案

関連webサイト等

事業名

東北農政局

157 担い手アクションサポー
ト事業

担い手育成総合支
援協議会（事業の
実施に当たっては、
ワンストップ支援窓
口、担い手アクショ
ンサポート会議、担
い手アクションサ
ポートチームの設
置が必要。）

集落の農業を担う集落営農組織の
継続的・安定的な発展に向け、担い
手育成総合支援協議会が実施する
集落営農組織を支える人材の育成
に関する取組に対して支援を行う。
【補助率】定額
【事業実施期間】平成１９年度～平
成２１年度

地域リーダーやコーディ
ネーターの育成・確保

3 http://www.maff.go.jp/newfarmer/n
f/gaisan/action.pdf

158 TOHOKUものづくりコリ
ドー

東北経済産業局 東北地域の企業、大学等の研究機
関、産業支援機関等と密接に連携
し、広域仙台地域をはじめ東北の
優れたモノ作り力を基盤とする産業
クラスター第Ⅱ期中期計画
「TOHOKUものづくりコリドー」を加
速的に推進する。

技術・産業分野と10地
域が、有形・無形の回
廊（コリドー）を通じて緊
密に連携することを目
指す。

1 東北経済産業局
http://www.tohoku.meti.go.jp/sancl
u/korido/korido0608.htm
【推進組織】（株）インテリジェント・コ
スモス研究機構
http://san-cluster.icr-
eq.co.jp/index_whats_project.html

159 企業立地の促進 東北経済産業局 地域の特性・強みを活かした企業
立地促進等を通じ、地域経済活性
化の実現を目指す。宮城県におい
ては、企業立地促進法の適用を受
けるために既に協議会を設置し、取
り組みの最中。

1

160 中小企業地域資源活用
プログラムの創設

東北経済産業局 各地域の「強み」である地域資源
（産地の技術、地域の農林水産品、
観光資源）を活用した中小企業の
新商品・新サービスの開発・市場か
を総合的に支援する。

地域産業発展の核とな
る新事業を５年間で
1,000創出する。

3

161 先端・基盤技術高度化
支援事業

東北学院大学，東
北大学，宮城県な
ど

産学官が連携し，県内企業のもの
づ　くり基盤技術の高度化やＭＥＭ
Ｓ関連　産業への参入を支援

地域企業技術相談件数
〔年間〕
30社(H17)→80社(H21)

1 宮城県基盤技術高度化支援セン
ター（略称ＫＣみやぎ）
https://www.kc-miyagi.jp/index.php

162 自動車関連産業特別支
援事業

みやぎ自動車関連
産業振興協議会，
宮城県など

自動車関連産業の集積を目指し，
市場開拓に向けて専門員を配置
し，企業ニーズの把握と情報提供
に取り組むとともに，経営革新や技
術向上を支援。

輸送用機械器具製造業
出荷額（鉄道・船舶を除
く）
〔累計〕1,350億円(H17
推計値)→1,450億円
(H21)

1

163 みやぎ産学官連携懇談
会

東北大学，東北経
済連合会，仙台市，
宮城県

大学の知的財産の有効活用等を通
した地域産業経済の成長に向け
て，研究成果の産業化や産業振興
のあり方などについて自由に意見
を交換し，産学官協働の取組を推
進する。

1

164 仙台地域知的クラス
ター創成事業

仙台市，東北大学，
東北経済連合会，
㈱インテリジェント・
コスモス研究機構，
宮城県など

文部科学省から知的クラスター創
成事業（第Ⅱ期）として採択された
「先進予防型健康社会創成クラス
ター構想」に基づき研究開発を行う
事業の推進を支援し，研究成果を
活用した先駆的な生活習慣業の予
防等の実現と，商品・サービスの開
発を図る企業群の集積及びベン
チャー企業の創出を図る。

1

165 仙台・宮城デスティネー
ションキャンペーン推進
事業

県内市町村，各団
体，宮城県など

関係自治体，観光関係者やＪＲグ
ループが連携して大型観光キャン
ペーンを開催。

2

166 中心市街地商業活性化
支援事業

市町村，宮城県な
ど

市町村による中心市街地活性化基
本計画の策定や，同基本計画にお
いて定められた市街地改善のため
の公共公益施設の整備を支援。

中心市街地活性化基本
計画策定数
〔累計〕0件(H18)→2件
(H21)

2

167 米ビジネス推進事業 ＪＡ，宮城県など 「みやぎ吟撰米」をはじめとするみ
やぎ米が全国的なブランドを確立
し，農業者が安定的な生産と経営
が行えるように支援。

一等米比率
71.5%(H17)→90%以上
(H21)

3

168 みやぎの水産物トップ
ブランド形成事業

ＪＦ，宮城県など 水産物の高鮮度，高品質などの特
徴を生かしたブランド魚の創出や，
消費拡大等の取組を推進し，全国
に高い知名度を有する水産物の増
加を図ります。

仙台・東京卸売市場に
おけるシェア
33.7%(H18)→35.2%(H21)

3

169 産業人材育成プラット
ホーム構築事業

各参画団体 関係者が相互に連携し，創造性や
実践力などの資質を持つ，地域産
業を担う人材育成に取り組みます。

産業人材育成協議会が
関与する人材育成プロ
グラムの実施数
〔累計〕H19初年度→7
件(H21)

5

施策番号
１　育成・誘致による県内製造業の集積促進
２　観光資源，知的資産を活用した商業・サービス産業の強化
３　地域資源を支える農林水産業の競争力強化
４　アジアに開かれた広域経済圏の形成
５　産業競争力の強化に向けた条件整備

東北経済産業
局

《参考掲載》
宮城県
主な事業の例
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